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はじめに 
 
 法政大学日本統計研究所では、現在、研究所助成による研究プロジェクトとして、「ビジ
ネス・レジスターの国際比較研究」を遂行している。また、この間本研究所員ならびに客
員研究員をコアメンバーとして科学研究費補助金による研究事業「政府統計データのアー
カイビングシステムの構造と機能に関する国際比較研究」（基盤研究 B：代表者森博美）、
「ビジネスレジスターによる企業動態統計の展開」（基盤研究 C:代表者菅幹雄）等を遂行
してきた。本書は、このうちの酢が研究プロジェクトの研究成果を取りまとめたものであ
る。 
 本研究所の所員である森と菅は、2011 年 9 月にフィンランド統計局を訪問し、同局経済
動向部が、当時ビジネス・レジスターの構築を計画していたモンゴル統計局職員を対象に
開催したセミナーに参加させてもらう機会を得た。その際に、レジスターベースの統計シ
ステムとしてわが国にも広く知られている北欧諸国におけるビジネス・レジスターに関し
て初めて体系的な情報提供を受けることができた。 
その後本研究所では、ビジネス・レジスターをテーマにした国際ワークショップを開催
することになり、これまでに７回のセミナーを開催している。このうち 2012 年には第１
回目のワークショップとして「ビジネス・レジスターの新たな挑戦－北欧諸国の事例」（１
月 31 日）を、また 2014 年には第６回として「ビジネス・レジスターデータの応用例：フ
ィンランド統計局のビジネス・レジスターデータを用いた分析」（11 月 19 日）と二度にわ
たりフィンランド統計局職員を招聘しわが国における事業所母集団データベース（日本版
ビジネス・レジスター）の整備担当者と理論面、実務面の討議を行っている。本書の森論
文は、現地調査とこの間のワークショップによって得た同国のビジネス・レジスターに関
する情報に基づき、その概要を解説したものである。 
また、菅を代表者とする研究プロジェクトではフィンランド統計局から 2002 年のビジ
ネス・レジスターのミクロデータの提供を受け、それに基づき研究を進めてきている。本
書に収録されている菅論文、宮内論文、宮川論文は、いずれも同局から提供を受けたミク
ロデータによる分析結果である。 
ところで、わが国では、2009 年 4 月に施行された改正統計法（平成 19 年法律第 53 号）
に事業所母集団データベースの整備条項（第 27 条第 1 項）が盛り込まれたのを契機にそ
の整備に向けての取り組みがようやく開始された。4 年近い準備期間を経て 2013 年 1 月
にはシステムの開発が完了し、同年 6 月から政府の統計作成のための年次フレームの提供
が開始されている。 
フィンランドでは欧州統計局（Eurostat）頭とも連携しつつ、LKAU と呼ばれる場所と
事業内容をベースにした統計単位を基礎としたレジスター、さらには企業、企業グループ
レジスターの構築を既に完了しており、2013 年からは YTY と呼ばれるビジネス・レジス
ターの次世代型展開としてビジネス統計のデータ統合（data integration）に向けた取り
組みを開始しており、この分野での欧州各国での取り組みを牽引する役割を果たしている。
ちなみに、ここでいうビジネス統計データの統合とは、レジスターを骨格情報（コアシス
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テム）として公的統計をミクロベースで相互にリンクするものである。その他にも同国の
ビジネス・レジスターでは、経緯度情報がすでに標準装備され、建築着工申請フォームに
その情報の記載が義務づけられ、ビジネス・レジスターに自動的に搭載される仕組みにな
っている。さらにはビジネス・レジスター収録情報に基づくビジネス統計データの補完に
関しても意欲的な取り組みが行われている。 
このような意味でフィンランドのビジネス・レジスターに関して本書で取り上げられて
いる諸話題は、わが国における経済時計の今後の展開方向を考える上で多くの示唆的な内
容を持っていると考えられる。 
本書がわが国の公的統計のこれからの展開にとっていくらかでも寄与できれば幸いであ
る。 
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